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１．自己紹介
おそらく私は、今まで皆様がお会いになった方々の
中で、めずらしい部類に入るタイプだと思います。私
は神戸市長田区の生まれで、非常に柄の悪い地区に育
ちました。地元にある高専を20歳で卒業し、新潟のア
ルプス電気に就職が決まってから、こちらに参りまし
て今日に至ります。
当時のアルプス電気は、実力主義と言われながら学
歴社会であり、大学・高専卒というくくりの中でも、
給料だけではなく、研修においても差別がありました。
13年間勤めた中で、同期の大学院卒と同じ資格になっ
たところで、ようやく辞める決心がつきました。最終
的には、研究開発部門で、研究開発戦略をつくる仕事
をしていましたので、その辺で、地域の中小企業の皆
様が活用できるところもあると思います。
資料に入る前に、これが何かお分かりですか。今ま
でも４回ほど講演の際にお見せしましたが、分かる方
は１人もおられませんでした。これは普通の１合升と
は違って、１．２合の大きさの升です。これをなぜ持っ
てきたのかについてお話します。今、物が売れずに不
景気だと言われていますが、診断士の私から見ると、
実際は物が売れないのではなく、消費者がわがままに
なり過ぎているところがあると思います。例えば、こ
の1.2合の升は、家内がお酒の適量が２合だと言うので、
大きな私の体に合わせて20％増しでごまかすために、
日曜大工応援隊というネットベンチャーを行っている
友人に作ってもらったものです。特に、インターネッ
トを使った商取引で物を買う人にわがままな人が多い
はずです。普通に売っている規格品を売ったのでは売
れない時代になったのです。
２．経営戦略とIT
経営戦略とITについて、少し乱暴な書き方をしてい
ますが、経営戦略とは何かという投げかけから入りた
いと思います。私共のような診断士、コンサルタント、
大学の先生方、あるいは企業の社長は経営戦略という
言葉を良く使います。しかし、実際は何が戦略で、ど
う活用できるかがはっきりしません。そこで、この投
げかけからはじめたいと思います。
私事で恐縮ですが、私が診断士として独立する時に、
会社の上司、同僚、家族全員が反対し、説明しても理
解してもらえませんでした。現実性がないという理由
だったわけですが、唯一賛成してくれたのはお客様だ
ったのです。現在でも一番メインのお客様で、小売り
はしていませんが、卸売業から約1,000頭の牛を飼育し
ている農場の経営、東京市場への卸などを総合的に手
がけている肉屋さんです。そのお客様のニーズが分か
っていたことによって、診断士として独立できたと思
っています。ただ、戦略は何もない白紙の状態で裸一
貫で飛び出したのは事実です。
有名なハードオフコーポレーションの山本社長さん
が話された中にも、同様な話が出てきます。ハードオ
フはソニーの販売系列の店で、最初は人から言われる
ことを全て一生懸命取り組んだにもかかわらず、事業
はうまくいかず借金がかさんでいったそうです。ただ、
ブックオフという古本の取引をすることによって、家
電の中古品も販売できるのではないかと考えたのです
が、やはりみんなに反対されたそうです。しかし、結
局はうまくいっているのです。
私と山本社長さんの例では少し差がありますが、要
は、企業や人が今まで経験してきたことが成り立つこ
とを常識とすれば、私や山本社長さんは非常識だと思
います。ただ、今は企業の経験の中の常識で、数字で
いくら表して戦略をつくったとしてもうまくいかない
時代だと思います。そこで、将来を予測して仮定をお
き、自分で活動しながら修正していくのが現在の経営
戦略だと考えています。すなわち、経営戦略とプラ
ン・ドゥ・チェック・アクションのPDCAのマネージ
メントサイクルが不可欠となります。これに合わせて
経営戦略は作り直す必要があると考えています。
数字で表すことが経営戦略ではなく、企業、あるい
は個人の方がこれから作る戦略が消費者、またはお客
様の未来と共有できているかということが最も重要で
あります。
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今まで様々な経営戦略を見ましたが、ほとんど絶対
に必要な事項が満足できていません。それは次の４点
です。１つ目は顧客もしくは潜在顧客のニーズ。２つ
目は競合との差別化。３つ目は従業員の能力と気持ち。
４つ目は変化への追従です。完璧な戦略はありません。
私自身はいつも完璧な戦略ではなく、70％の戦略を作
ります。後の30％は作っても作らなくても、次の日に
は変わってしまうのが常識だからです。要は、顧客の
ニーズや従業員の気持ちなどは完全に理解することは
不可能で、競合と差別化をしたとしても、競合のデー
タは過去のもので、現在における差別化にはならない
のです。
経営戦略は一時的なもの、考えながら行動する。分
からないことは仮説を置く。行動した結果、仮説が正
しかったかどうか分析する。戦略は単独で存在するの
ではなく、PDCAのサイクルを回して初めて意味があ
ります。
柏崎の珍味屋さんの例を取り上げます。地元では海
産物を扱う有名なお店です。そこの専務さんが1998年
からインターネットでの販売をはじめました。当初の
２年間は全く売れなかったようですが、去年の夏頃い
ただいたメールによると、ようやく首都圏のお客様か
ら注文をいただけるようになり、いろいろなことを言
われたが続けて良かったと話されていました。おそら
く98年頃、東京から見れば僻地と思われる柏崎で電子
商店をやることは、コンピュータの使えない社長さん
には理解してもらえないものと思え、かなりの反対が
あったと思います。そんな中で、専務さんは将来的に
インターネットによる商売の伸びを予想し、そこに１
つの需要があるはずだと考えられたわけです。例えば、
インターネットを利用する人はどんな人なのか、いろ
いろなお客様に仮説を置いて、店舗の構成を工夫して
きた結果、ようやく軌道に乗りはじめたところだと思
います。
次にITを何故重要と考えるかについてお話します。
ITとは、情報を入手するツールだということは皆様も
良くご存知だと思います。それはホームページを検索
することだと言われますが、ホームページはほとんど
知られたことしか出ていませんし、いいようなことし
か書いていません。どちらかと言うと、ホームページ
では不十分と言わざるをえません。一番使えるツール
は、特許情報を入手するためのツール、科学技術論文を
入手するツールで、これらの過去の情報を整理して分
析することで、未来の仮説をたてることができます。
今日はご紹介していませんが、私の専門である技術
戦略は、過去から現在の技術を整理することによって、
将来の技術がどうなるかを予測することです。それと
会社の技術がどう関連してくるかを分析していくもの
です。
続いて、顧客からの情報を入手するツールとして、
電子メールで直接お客様から情報を得ることができま
す。取引のない企業からも情報を入手できます。例え
ば、私が去年の秋頃に、福岡県にある工業技術総合研
究所の研究論文から詳細な内容を取り寄せたことがあ
ります。いきなり電話をかけて、こちらの意向を分か
っていただけるには非常に時間がかかります。そのた
め、事前にホームページを調べ、問い合わせ窓口で、
こういった理由でこういったことを調べたいので、担
当者名を教えてくださいとメールを入れます。その後、
必ず担当者から返事が来ますので、手間をかけずに迅
速に対応できるのです。企業でも同様に、例えば、石
膏という材料が良く分からなかった時に、直接石膏メ
ーカーに投げかけて情報をいただくこともあります。
設備メーカ・部品メーカからの情報も入手できます。
次は、先生方が良くやっておられる情報を加工する
ツールで、いろいろなマップをつくったり、検索した
りするツールです。続いて、情報を蓄積するツールと
して、過去のデータの活用により新規資料作成が短時
間で済みます。情報を共有するツールとしては、他の
人のデータの活用ができ、共同作業をすることによっ
て短時間でできます。最後が情報を伝達するツールで
す。コンピュータなくして、経営戦略のPDCAは早く
回せないのが今の時代なのです。
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さて、今お見せしているのはボイスレコーダで、長
岡市にある中小企業にいる設計者が、大手エレクトロ
ニクスメーカーに半年間出向し設計して作ったもので
す。従来は、大手エレクトロニクスメーカーが設計し
た図面を中小企業に渡し、中小企業ではそれに基づい
て試作品をつくり、そこで再度打ち合わせをしていく
という、かなり手間をかけた形でした。ところが、多
品種少量生産になると、大手メーカー自身も全部の製
品を設計して、試作ができなくなり、大手メーカーが
選んだ中小企業の出向を受け入れ、大手メーカーのシ
ステムを自由に使わせる方法をとったのです。
そこに出向した設計者は、社内の電子システムにか
なり驚いたそうです。知らないことがあれば、掲示板
に書き込むと、専門家がアドバイスしてくれるし、何
でもできるんだと言っていました。要は中小企業であ
っても、それだけの情報ツールがあれば、さらにいい
ものが作れるということです。大手メーカーは、打ち
合わせやアポイントに長い時間を取らずに、最初から
その中に中小企業が入ってものをつくれば、早くでき
る利点があるわけです。なおかつ、大手メーカーの設
計者がつくるよりも安い賃金でつくれますので、ハー
ドの設計は、社内ではほとんどしないのが現状です。
社内とはいっても、大手メーカーがしているのではな
く、取引のある中小企業の方が大手メーカーの中に入
って設計しています。そして、大手メーカーの中の優
秀な方は情報産業に行っているのです。
３．ITがもたらす物
そこでIT革命に入ります。これは皆様が相当良く耳
にしている言葉で、森首相が「イット」と読んだとい
う笑い話があるほどです。同業の大先生の講演にも、
そういった話があります。「ITにどうして革命が付い
たのか考えてみてください。それはもう恐ろしいこと
で、今まであった産業がなくなるのかも知れないし、
なくなりかけていた下駄屋のような商売が出てくるか
も知れない。それが商売の革命的な出来事なんだよ。
産業革命からはじまって、Ｔ型フォードの生産革命が
あって、次の産業革命がIT革命なんだ。」と話されて
います。それを聞きながら、私自身は果たしてそうな
のかと疑問があります。確かにそういった一部分もあ
りますが、全部がそうではないと思います。先生の話
が理解できたとしても、活用できなければ何の役にも
立ちません。そこで、今一番の問題点は、長岡、ある
いは新潟県の中小企業が言葉でITと言っているだけ
で、実際の中身が何もないことです。それを地域に対
して支援していく人が今必要だと感じています。
４．ITが起こす経営改革
次にIT革命が起こす経営改革についてですが、わざ
わざ革命と付ける必要はないと思っています。それは
４、５年前からすでに、エレクトロニクスメーカを中
心とした大企業が、グループ内に導入した手法が低価
格になり、インターネットで広域になったために、中小
企業でも利用できるようになっただけだと思っている
からです。また、社内、グループ内に留まっていたネッ
トワークが社外に広がっただけだとも考えています。
５．イントラネットによる掲示板
ここから従来の技術についてお話しします。まず、
社内における閉鎖的なインターネットと言うべきイン
トラネットを組んで掲示板を作ったことがあります。
今までのフローとして品質関連通達があります。例え
ば、不良品が出たために、検査方法や製造方法をこの
ように変えるといった通達の場合、今までは品質管理
の担当者が文章を作成して、管理者である課長に渡し
ます。それを課長が見て、修正するところが特になく
ても必ず修正を言います。それが今までの管理職の仕
事というものです。修正したものを再度課長に渡して、
総務部門や事務部門に発行依頼をします。次に総務事
務部門から各管理職に通達がはじめて発行されます。
それを受けた設計や製造の課長は、すぐに部下に伝達
せずに庶務担当に回し、１週間に１回の朝礼ではじめ
て、各部門構成員が品質関連の通達の内容を知るとい
う長い過程があったのです。
それに対して現在は、品質管理担当者が作成したも
のをコンピュータ上で課長に送ります。課長は部下に
修正を言うのではなく、もし間違いがあれば自分自身
で適当に修正して掲示板に掲載します。必要な方が掲
示板を見に来て、その内容が分かるといった単純な作
業になっています。
その効果により庶務業務などの人員が削減ができ、
企業の方針変更に迅速に対応でき、朝礼などの時間を
削減できることになります。さらに、製造もしくは販
売といった実際にお金を稼ぐ方に時間が移せるように
なります。
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６．イントラネットによる社内メール
同じくイントラネットによるものですが、掲示板で
はなく社内メールです。業務報告を電子メールにより
実施するといったものです。今までのフローでは、例
えば、設計担当者がお客様のところへ行った場合に出
張報告書を書きます。それを課長に提出して、課長は
課長会議でその報告書について話し、連絡事項として
ようやく各部門担当者に伝わります。現在は、設計担
当者が課長に報告書を送るのと同時に、製造や品質管
理の課長、関連部門の課長に電子メールを送ります。
あるいは、関連する各課の担当者に直接送るようにな
っています。
これらは、各人の報告内容が向上したことにより達
成できたわけです。効果としては、中間管理職の今ま
でやってきた仕事が排除できます。他部門への同時配
信により連絡の迅速化ができ、経営判断が迅速化しま
す。また、工場間、工場と営業、海外工場間の距離が
克服でき、組織上のキーとなる人物が明確になるため、
人事の活性化と能力主義へ移行できます。そして、組
織間の壁が破壊できます。
ここで言う組織上のキーとなる人は、先ほどお話し
た現在のフローの中に、設計担当者から関連する各課
の担当者に直接送るケースがありましたが、その各課
の担当者がキーの人物なのです。ある程度の会社には
課長がおられますが、ほとんど機能していないことが
増えています。上司が判断して何か言われるのを待つ
前に、各課の担当者が同時に受けることによって、自
らアクションを起こします。私が以前勤めていた研究
開発部門も同じです。あるメールを受けてそれをジャ
ッジするのは、もう担当者の仕事なのです。ただし、
上司がいるために暫定対応という形をとります。
例えば、研究開発の場合は「仕様を暫定によりこの
ように変えます。上司にもご理解願います。もし修正
がある場合は連絡ください。」といった対応です。研
究開発部門では、製造から設計、品質管理、生産管理、
営業までの全部を１つの開発部門でやり、テーマが多
いので、日に10から20の暫定対応があるのです。その
ため、上司が１日でも出張すれば膨大な数になります
ので、当然中身の把握が困難になってきます。そうい
った意味で、コンピュータを介して、組織上のキーに
なる人同士が仕事を回すという実力主義の時代になっ
てきたのです。
７．インターネットによる企業間打ち　
合わせの電子メール化
インターネットによる企業間打ち合わせの電子メー
ル化に入ります。インターネット回線により、完成品
メーカと部品メーカが電子メールにより打ち合わせを
実施しています。例えば、お客様と仕様に関する打ち
合わせをしたい場合、まず技術から営業にアポイント
の依頼をします。その時に営業担当者は、日中は外に
出ていますので、次の日の朝に連絡することになり、
そこに１日のロスが発生します。次に営業からお客様
にアポイントをとるのに、今日電話して明日、明後日
ということはなく、必ず１週間の間をおきますので、
わずかな仕様を知りたいだけでも、１週間から10日は
かかってしまいます。それが現在では、技術者が仕様
の問い合わせを電子メールで送って、お客様から返事
が１日から３日、場合によっては１時間以内で入って
きます。先ほどの大手エレクトロニクスメーカーの例
もそうですが、企業間の時間短縮が非常に大きな課題
になっています。
その中で乗り越えた課題として、技術者の営業的セ
ンスの習得があります。営業的センスのない技術者は
設計者としては不適格だと言えますので、そういった
方は製造に行ってもらっています。次に技術者の英語
力の向上があります。私が以前勤めていたところは、
海外にも顧客がありますので、設計は英語でメールを
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やりとりしています。設計は英語ができなければなら
なくなってきたのです。次に取引先に対して情報公開
されたことで、上司がチェックしていない情報が公開
されるため技術者の判断能力が上がっています。
効果としては、海外メーカとの打ち合わせにより新
規取引先の開拓、既存取引先との連携強化による新規
企業参入防止、製品開発期間の短縮、営業人員削減が
挙げられます。
一方で新たな問題として、まず中高年の企業内失業
があります。コンピュータが使えないために、会社に
行ってもできる仕事が少なくなった中高年が増えてい
ます。次に経営感覚を持たない技術者が多いことです。
経営感覚どころか一般常識を持たない人も多いので
す。そのため、経営感覚を持った技術者の不足が挙げ
られます。続いて、企業の中の優秀な技術者はお客様
とのやりとりでその能力が分かりますので、他の企業
へ引き抜かれるという問題が出ています。
８．イントラネットに会議室の設置
次はイントラネットによる会議室の設置についてで
す。イントラネット上に電子会議室を設け、オープン
な環境、もしくはクローズな環境で、パスワードを知
っている人だけがそれを入力することによって入室で
きる会議室です。技術会議室、特定の問題解決型の会
議室、販売支援の会議室などです。
例えば、技術会議室の場合は、効果として技術情報
の共有があります。会社に合いそうな新しい技術を誰
かが紹介すれば、その掲示板を見た人全員が知ること
ができます。また、自分が持っていない、より専門的
な知識を会議室に書き込むことによって、簡単に専門
の技術者からアドバイスがもらえます。次に、若手技
術者の知識の向上が挙げられます。ただし、そこに新
たな問題点が発生しています。会議室を見て、知識を
つけることが仕事であると錯覚している人が出てきた
ことです。企業の利益、売上に全く貢献せず、個人の
知識を習得するのみを仕事とする人達が増えること
で、生産性の低下が問題になります。
問題解決型会議室では、様々な問題の早期解決が図
れます。例えば、品質問題であれば、専用の会議室を
つくって、その中で様々な人が書き込んでいく方法で
す。新たな問題点は、会議室で発言することによって、
自分の地位を保全しようとする人が登場してきます。
要は、地位のある部長や課長などが、ゴミ的な書き込
みをするケースが増加することにより、実務を担当す
る方々の士気が低下する場面が見受けられます。
３つ目の販売支援会議室をつくることにより、売上
情報の共有、顧客ニーズ情報の共有ができます。クレ
ームがあった場合に、大きな企業はもみ消しするケー
スが多く見られましたが、その問題点の共有が図れま
す。当然、社長がこの会議室を見ることは頻繁にある
と思います。社長自身が会社の中で今何が起きている
かを知るには、会議室を見れば一目瞭然に分かるから
です。新たな問題点としては、クレームの問題などで
は大小の区別できませんので、小さい問題を社長が見
て、大きな問題点として取り上げてしまったために、
そこに時間のロスが発生することです。
今までのフローでは、会議をするための関連部門の
日程確認に約１日かかっています。さらに、打ち合わ
せ案内が発行されてから、打ち合わせに入るのに約１
週間かかります。このように、打ち合わせをするだけ
で８日以上かかったわけです。今現在は、会議室に書
き込みをすれば、１日から３日以内に各専門家が書き
込み、結論に早く到達できます。
９．顧客データベース
私の仕事で一番問い合わせが多いのがこの顧客デー
タベースです。新潟県内でこれをつくりたいと思って
いる商業関係者が非常に多いのです。顧客データベー
スは、過去の売上情報や過去にどういった製品を売っ
たかというデータを蓄積して、そのデータを企業経営
に活かすものです。
効果としては、顧客別の販売計画が立案できます。
図４　インターネットによる企業間打合せの電子メール化�
今までのフロー� 現在のフロー�
技術から営業に顧客にアポイント依頼�
１日� １～３日�
７日�
営業から顧客にアポイント�
仕様打合せ�
技術から顧客に直接問合せメー ル�
顧客からの回答メー ル�
今までのフロー� 現在のフロー�
関連部門の日程確認�
１日� １～３日�
７日�
打合せ案内の発行�
打合せ�
会議室への書き込み�
各部門担当者が意見書き込み�
結論書き込み�
図５　イントラネットに会議室の設置�
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今までは、例えば１億円の売上であれば、今年は３％
増で１億300万円にするといった大ざっぱな立案の仕
方でしたが、お客様ごとにプラス、マイナスの伸び率
を見ることにより、細かい立案の仕方ができます。ま
た、経営計画の立案に関して迅速化と精度が向上しま
す。
納期問題については、ある程度の会社になると、同
じ製品でもお客様ごとに付けている製品番号が異なり
ます。例えば、時計などは様々な種類がありますが、
同じ時計であってもお客様が変われば番号が違ってき
ます。それをデータベース上に蓄積することによって、
ある時計を納めなければならないのに、自分の部署に
在庫がない場合、全国の支店に問い合わせ、検索して
見つかれば、企業内で流用して製品の貸し借りで解決
できます。
新たな問題としては、膨大なデータの中で何を蓄積
すべきかの判断が非常に難しいことです。データが整
理できなければ、膨大なデータの中に埋もれて当初の
販売支援目的での利用価値がほとんどなくなります。
10．CADの活用
CADの活用とは、今まで手書きの設計をしていたと
ころをCADの端末で実施することです。県内の中小企
業のほとんどが活用していますが、まだ使っていない
ところも若干あります。ただ、CADを導入して図面を
書くだけでなく、ルールを決めて統一する必要があり
ます。例えば、今までは製品設計が終わってはじめて
設備設計に移っていたわけですが、今は製品を設計す
る時に、主要な部分の寸法や形状、概略を決めて、同
時に設備設計に入ります。途中で情報交換しながら進
めることで、製品開発の時間が短縮できる効果があり
ます。
もう１つは、過去の設計データを利用することによ
って、設計期間が短縮できます。また、設備など構成
要素をモジュール化することにより、１つの機械装置
に対して複数人で設計できます。ここで言うモジュー
ル化とは、設備を個々の部品にするのではなく、部品
をある程度のまとまりにした構成単位にすることで
す。そして、モジュール化したデータを活用すること
により、さらに設計期間の短縮がはかれます。
続いて、CADデータで生産指示をすることで管理手
間が削減できる効果があります。また、遠隔地にいる
技術者との同時設計もできます。ある会社では、新潟
県の工場と宮城県の工場で同時設計がしばしば行われ
ています。それらと先ほど言いました顧客との共同設
計と多品種少量生産への寄与が効果として挙げられま
す。
新たな問題点では、ここでもコンピュータを使えな
い中高年技術者の企業内失業が見られます。また、せ
っかくCADを導入してもお客様のシステムとの統一性
がないという問題があります。もし統一性があれば、
お客様とメールでやりとりすることによってデータを
転送できますが、それができないわけです。続いて、
社内の重要な図面が簡単に外部に持ち出せるようにな
っているため、情報セキュリティの強化が挙げられま
す。さらに、設計ルール・図面管理ルールの統一、情
報管理者の不足といった問題も出てきます。
私が企業にITの最初の段階でお話するのは、お客様
のコンピュータ、あるいはそれにまつわる情報関係の
状況を確認することです。そのために、まずは社長や
担当者だけでなく、情報の管理担当者とのコネクショ
ンを持つことが重要です。お客様のシステムが変われ
ば、その会社のシステムも変えなければなりませんの
で、そういった整合性が必要になってきたのです。
11. 資材購買システム・生産管理シス
テム
次に、資材購買システムと、生産管理システムに入
ります。生産管理システムは、販売計画から自動的に
生産スケジュールを立案し、資材調達を指示するシス
テムで、資材購買システムは、その生産計画データか
ら自動的に資材の発注作業を実施するという関連した
システムです。
資材購買システムの効果としては、売上・原価管理
システムへのデータ活用があります。つまり、何をい
くら買ったかがコンピュータ上で経理にいって、会社
の毎月、あるいは毎週の業績を簡単に作れるようにな
ります。それと在庫管理、資材購買部門の人員削減が
はかれます。ただ、新しい問題として、こういったシ
ステムを作ることで、特定の企業との狭い取引に陥る
ことが考えられます。そのため、企業の活性が低下す
る例が見られます。また、資材コスト低減活動のマン
ネリ化と資材調達期間削減活動のマンネリ化が問題と
なります。
悪い例なので名前は言いませんが、日本有数のある
コンピュータ会社で、約10年前、資材購買システムが
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あってマニュアルが存在し、それもマニュアルだけで、
36くらいのキングファイルがありました。そこでは、
東大や京大卒の優秀な社員がマニュアル通りの活動を
しているのです。例えば、半期に１度コストを下げる
話が必ず出ます。その時に、ウチの製品の売価が30％
下がったので、お宅の部品も30％削減してほしいとい
った言い方をします。多量生産の部品は設備も決まっ
ていますし、人も減らしていますので、30％どころか
１％落とすだけでも難しいわけです。それを担当者に
説明して納得してもらっても、マニュアルにないから
といって、課長や資材購買部長にまで説明し、ついに
は全社の統合コストダウン推進の偉い方にまで同じ説
明を繰り返すという馬鹿げた状況です。要はシステム
化することで、このような不便も出てきています。
特に、生産管理システムも生産計画人員が削減でき
ますが、生産形態が異なる製品の生産対応が困難にな
ります。例えば、鋳物屋さんが機械の一部を組立ては
じめたら、おそらく今までのシステムでは対応不可能
になると思います。当然システムができていれば、そ
の中のルールで動くことになりますので、生産期間の
短縮活動が停滞します。また、イレギュラーな処理に
対応するための余裕を作ることにより、余裕のある企
業体質になり、そのために競争力が低下し、新規の生
産方式への対応が不可能になります。これらを総合し
企業活性の低下と環境適応ができない企業になること
が挙げられます。
良く挙げられる生産方式で、トヨタ生産方式、カン
バン方式と同時にMRPというコンピュータ化した生産
方式があります。トヨタ生産方式は、コンピュータを
使う場合もありますが、基本的には人の知恵を活かし
た生産方式で、改善を重ねることで企業が活性化しま
す。コンピュータ化しても、企業の中で何人削減でき
るかと言えば、生産管理担当がせいぜい２、３人程度
です。それよりも20、30人が関わっている生産ライン
で、改善が活性化していけば、20％、30％の生産能力
を上げることが簡単にできるのです。そのようなとこ
ろにコンピュータを用いていくと、業務の活性がどん
どん低下していきますので、コンピュータがあるため
に活性が低下する例が見受けられます。
12. 固定資産管理システム、売上・原
価管理システム
固定資産管理システムは、固定資産の登録をして減
価償却費を自動計算するもので、売上・原価管理シス
テムは、売上データと原価を自動計算するものです。
その効果は、販売計画・利益計画と現在の売上・原価
を対比させることができ、それによって、例えば１月
に立てた計画でも２月におかしいと思えば、簡単に変
更できるような企業体質にできます。また、調子が思
わしくないとなれば、簡単に経費削減が指示できます。
そのため、先程とは違い、活動的な企業経営が可能に
なります。続いて、製品ごとの売上・原価を把握する
ことにより、不採算製品などの生産中止・原価改善に
利用できます。また、顧客・業種ごとの売上状況が把
握できるため、組織変更、経営方針の変更が可能にな
ります。これらによって、活性の高い企業経営ができ、
環境適応が容易になります。
特に、現時点における新潟県の中小企業では、売
上・原価の管理システムの潜在ニーズが高いと思いま
す。ただ、中小企業に、この価値を理解してもらうの
に時間がかかると思います。
13. 人事管理データベース
人事管理データベースについては、私自身はあまり
知識がありませんが、大きな企業にはあるようです。
その中に個人の属性が入っていて、例えば、海外転勤
をする時に、どういったタイプがいいのかと入力する
と候補者が出てくるといったものです。
14. 新しい技術
以上が４、５年前から大企業が用いていた情報技術
です。以下に、今現在における新しい技術を挙げてお
きました。そのほとんどがインターネット関連になっ
ています。
図６　新しい技術の事例
●ニーズ調査型ホームページ
●顧客開拓型ホームページ（寺泊の機械部品製造業）
●販売重視型ホームページ（酒屋のホームページ）
●業態開拓型インターネットビジネス（小千谷の画商）
●複合経営型インターネットビジネス　
●サプライチェーンマネージメント
１つ目はニーズ調査型ホームページです。これは失
敗例が多くあります。最近、ある市町村での講演会で
その話をしたら、実はそこの市でニーズ調査型ホーム
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ページを推進していることを知り、非常に恥ずかしい
思いをしました。失敗する理由の１つは、まだインタ
ーネットを利用する人は特殊な人が多いことです。デ
ータ上、利用する人の75％が男性で、残りの25％は女
性だと言われていますが、本当に25％もの女性が利用
しているか疑問です。そこでいろいろな人に聞いてみ
ましたら、その訳がすぐに分かりました。先生方は良
くお分かりだと思いますが、就職するのに募集はほと
んどホームページに出ていますし、応募もメールでし
か受け付けないところが多いのです。そのため、今の
学生はインターネットが必修で、25％の女性の内、大
半は24歳以下の若い方達なのです。当然、学生達は購
買力が低いので、ものを買いません。この若い層の女
性と75％の男性にニーズ調査をしても、その効果は当
然に低いわけです。これがニーズ調査型の問題点だと
思います。
２つ目は顧客開拓型ホームページです。寺泊の機械
部品製造業の中に、ミシンの刃物を作る業界で世界シ
ェアの50％を持っている会社があります。機械刃物は、
ミシン以外に繊維機械、家電、券売機のようなプリン
タにも使われています。98年にホームページを作った
ところ、今まで付き合いのないミシン以外の業種から
機械刃物の注文が来るようになったのです。中には、
関西系の大手の家電メーカから、2,000万円の注文を受
けることができたそうです。これが顧客開拓型で、主
に製造業のホームページになります。
３つ目は販売重視型ホームページです。これは商業
系の電子商店になります。新潟県内で一番売れている
のは、おそらく酒屋さんだと思います。特に、インタ
ーネットを利用する75％の男性の内、お酒の好きな人
は相当いると思います。また、新潟の酒は全国的なブ
ランドがあり、九州、四国、関西ではなかなか手に入
りませんので、そういったところからインターネット
でのお酒の注文がかなりあると思います。ただ、うま
くいっているところでも月売上が30万円前後で、新潟
県内で95％以上は売上ゼロだと思いますので、まだ事
業としてやっていけるレベルではないと思います。
４つ目は業態開拓型インターネットビジネスです。
小千谷に絵画をリースしているベンチャー企業があり
ます。例えば、学校や事業所などの壁に掛ける絵画を
一定期間のリースで交換していく事業をしています。
そこがインターネットビジネスを開始することにな
り、自分の知識と関連するものを考え、絵画の販売を
はじめたのです。ところが画面を通じて、絵の美しさ
やすばらしさは分かりませんので、絵の品質をお客様
に伝えることができないのです。さらに、付けている
価格自体が適当かどうかの問題も出てきます。そこで
目を付けたのが版画です。版画は通し番号が付いてい
ますので、品質が一定である保証ができます。画商の
世界は価格付けが不透明ですから、インターネットで
値段を公表することは、それが良心的な数字であれば
業界標準の価格になります。
また、そこの取締役が日曜大工応援隊と称して、お
客様から図面を描いてもらって、その通りに物を作る
ことをはじめました。版画販売は年商数千万円。ネッ
トの販売だけで、従業員を４人くらい雇っています。
新潟県の中でインターネットビジネスで成功している
のは、唯一小千谷のアンシャンテさんだと思っていま
す。
次に、複合経営型インターネットビジネスを挙げま
した。複数の会社が１つになって取り組む例がありま
す。県外で釣具の販売をしているある会社は４社の協
業体制です。１社でできる情報の提供量には限界があ
り、より大きな事業をするためには４社が集まる必要
があったのです。もともとは釣り情報の提供をはじめ
ていて、そこに人が集まるようになってから、４社で
持ち合いで製品販売を開始した成功例です。
次にあるサプライチェーンマネージメントは良く言
われているように、花王などが取り組んでうまくいっ
ている場合もありますが、全ての在庫が無駄ではない
ことが一般的に理解されていません。無駄な在庫、無
駄でない在庫の両方がなければ商店の販売機会の損失
になりますし、製造の中ではストックになって、様々
な変動に対応できます。この無駄でない在庫について
の各企業の意識を統一させることは非常に困難です。
花王のように相当強い企業が無理矢理ゴリ押しでやら
なければできないことです。同様に、素材・部品・小
売は一社だけではないことがあげられ、今後システム
を拡張させていく時に、これらの企業に利害関係が発
生し、その調整が難しくなります。特定の企業グルー
プだけの排他的な取引になる懸念があります。気をつ
けないと、会社の活性を低下させる要因にもなりま
す。
それから、今後伸びてくる情報技術についてまとめ
ました。まず、皆さんが良くご存知のｉモードがあり
ます。これは携帯電話で爆発的に増加しています。こ
れで商品販売の話も出ていますが、私は2001年で最も
優れた宣伝媒体になると考えています。例えば、新潟
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県の飲食店などを載せた「komachi」という情報誌が
あります。それを取り扱っているところがｉモードで
情報を発信しています。最近見たものに、長岡のレス
トランがパスタ全品半額と掲載していました。ｉモー
ドを利用する人は若い女性が非常に多いので、有効な
宣伝効果になると思います。このｉモードの利用者が
拡大し、欲しい情報をうまく提案することによって、
宣伝媒体として活性化してくることが考えられます。
また、５年後にはｉモードで、スーパーツチダさんの
100円セールを主婦が見る時代が来ると思います。
15. 流通構造の変革
先程、わがままな消費者の話をしましたが、消費者
自身が意思を持ち始めたのです。何年か前に東芝の事
件がありました。一消費者に対して汚い言葉を浴びせ
たことがホームページを使って発信されたのです。顧
客がものを言う、顧客が意思を持つ、顧客が知識を持
つことは当たり前のことですが、今まではそうではな
かったのです。企業が未だに消費者教育をしているの
ではないかという疑問があります。自らが教育をして
もらう必要があると思うのです。顧客の話に耳を傾け
ているか、会議室で戦略を練っていないか、意思を持
ち始めた消費者に、製品を押しつけようとしていない
かが、今現在の販売における問題点だと思います。
先ほどの話にも出ましたように、急激に電子商店が
立ち上がっています。しかし、ほとんどの店で経費だ
けがかかり、物が売れていないのが現在の状況です。
その理由は、ここでも同じように消費者を見ていない
ことです。自分が製造している物を販売したい製造者
志向、逆に自分が販売したい物を売りたい販売者志向
では、誰もホームページを見てくれません。新潟県内
の電子商店では、消費者を見ることが一番重要な課題
だと思います。
成功している電子商店は、消費者志向で物を見て品
揃えし、情報提供をし、販売しています。例えば、
1999年にネットだけで8,500万円を売り上げる町の電気
屋さんが登場しています。東京で、すでに有名になっ
ている「照国電機」さんのことです。最初は、全ての
家電製品をインターネットで売りたいと考えたわけで
すが、全然売れなかったのです。そこで、自分の会社
で得意な分野である照明器具に絞り込んで、品揃えを
多くしたことで、お客様が見えてきたのです。大体30
歳代から40歳代のお客様が多いことに気づき、その年
齢層の場合、転勤、あるいは家を建てるケースが多い
と考え、家や部屋の雰囲気に合った様々な照明器具を
揃えることで成功したのです。このようにお客様が見
えたことで、商品が明確になり品揃えができます。さ
らに次の段階での問題は、商品の受け渡しがあります。
当然、持っていった先に、まだ引っ越していないケー
スもありますので、そこで代金引換システムを利用し
て、運送会社が品物と代金を引き換える方法を採って
います。
次にショッピングモールですが、新潟県内でも10戸
近くできています。ご存知のように、日本最大の巨大
なショッピングモールで「楽天」があります。これが
圧倒的に強いのです。それ以外のショッピングモール
は全て箱物志向で、淘汰されると思っています。
モールにおける問題点の１つ目は、消費者の対象が
明確でないことです。当然、モールにおいても明確に
する必要があります。不特定多数の消費者を対象にす
るのであれば、楽天という巨大サイトに勝たなければ
なりません。例えば、銀座まで歩いて２分の場所に住
んでいる人が新潟の商店街に来て買い物をする訳はあ
りません。インターネットの中では、消費者は２分で
楽天に行ってショッピングを楽しむことができます。
でも、新潟の小さなショッピングモールは、その存在
を知って検索しても、すぐには出てこないという問題
もあります。
２つ目はテナントミックスを考慮していないことで
す。モールを立ち上げている方のほとんどは情報技術
屋さんですので、おそらくテナントミックスという言
葉を知らないと思います。
３つ目は優良店舗を誘致できていないことです。県
内のある商店街では、優良店舗がどれなのか分からな
い内にどんどん潰れています。長岡の大手通りにも優
良店舗がなくなってきています。これはインターネッ
トの世界でも同じです。
４つ目はテナントのレベルが統一できていないこと
です。１つのテナントで信用が低下した場合には、モ
ール全体に波及します。最低限でも決済機能を統一し
て、各商店の顧客への対応レベルを統一する必要があ
ります。
５つ目も技術屋さんが入っていることで、技術面に
偏りすぎていることです。いつでも書き込めて、返事
がもらえるチャット、掲示板、動画などを盛り込んで
いますが、これらの技術面が良くても、利用者がいな
ければ全く意味がありません。特に、掲示板を設けて
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いても、誰も書き込んでいない場合は、この店にお客
様が来ていないことの証明になってしまいます。
６つ目は、普通の商店街でも季節に応じた雰囲気づ
くりをするわけですが、インターネットの中でも賑わ
い、季節感がないと買ってもらえません。
続いて運送業の変革に入ります。今更言う必要もな
いのですが、運送会社のお客様が法人から個人に移っ
ています。その中で、私はヤマト運輸が圧倒的に強く
なっていくと思っています。今後、電子商店が販売す
ることによって、運送というニーズが全国各地で発生
し、その追い風を受けて運送会社が益々発展してくる
と思います。私は、運送会社の中でも消費者志向のヤ
マト運輸が伸びてくると予想しています。
ヤマト運輸の取り組みをまとめました。１つ目は、
オンライン通販を支援する「クロネコ探検隊」では荷
主を検索できるのです。現在、電子商店を多く立ち上
げていますが、商店がお客様を呼び寄せるための検索
エンジンになかなか登録してくれませんし、登録され
ても検索すると下の方にあって、見つけることが難し
いのです。そこで、クロネコヤマトの代換システムを
利用しているお客様に、クロネコ探検隊というホーム
ページの中で、お客様を紹介して、荷主を検索できる
システムが活用できます。電子商店はそれを利用して、
クロネコヤマトを指名するところが増えています。
２つ目は出荷管理システム「B-Catシステム」です。
伝票の発行などを自動的にするシステムで、これも電
子商店向けのシステムです。
３つ目はドライバーへの教育訓練です。運送会社か
ら物を受け取る時に不快な思いをしたことがあると思
います。何度もチャイムを鳴らしたり、時間を守らな
いこともしばしばあります。私自身はヤマトと佐川急
便には、そのような思いをしたことはありません。こ
の２社はドライバーへの教育訓練をしているのです。
16. 成功するホームページの活用
Ｂ to Ｂ、Ｂ to Ｃといろいろな言い方をしますが、
いずれにしても顧客を明確にすることが重要です。そ
の顧客とインターネットが合わなければ、活用する必
要はありません。また将来、その顧客がインターネッ
トを使う可能性があるのであれば、今から勉強するこ
とが重要です。情報技術者が言うがままに大きな投資
をするのではなく、勉強代ぐらいの投資をする必要が
あります。
敢えて名前は出しませんが、ある会社が東京からコ
ンサルタントを呼び、インターネット用のサーバーを
設置し、ホームページを立ち上げました。その時に支
払った料金がコンサルタント料を含めて800万円だっ
たのです。これは通常より１桁多い金額です。それに
もかかわらずハッカーに入られ、ホームページが改ざ
んされたばかりでなく、社内のシステムまで壊れてし
まったのです。そこで東京のメーカを再び呼んだとこ
ろ、来たのは３週間後だったという話があります。ハ
ッカー対策が必要になってきましたが、何も東京から
呼び寄せなくても地元で優良なところもあるのです。
同じように、ある酒屋さんも東京からコンサルタン
トを呼んで年間800万円かけています。アドバイスは
してもらっているようですが、逆にコンサルタント会
社から、来場者数が少なすぎるので打ち切りにすると
いった脅かしめいた厳しい指摘もあるそうです。今、
地方情報関係のコンサルタント会社が相当に忙しいら
しく、やくざな商売をしているといった話を良く耳に
します。
話を戻して、誰がインターネットを使うかは、先ほ
どの話の通り、現在はビジネス用途で20から50歳の男
性と就職活動をする学生ですが、５年後にはかなり拡
大してきます。そこで、どのセグメントにどのような
サービスを提供するかを良く考えないと、ホームペー
ジは成功しないと思います。
17. 長岡の真のIT革命はこれから
以下に伸びる企業の条件を挙げました。まず、経営
計画や販売支援に用いる情報機器を必ず活用していく
時代になりますので、トップクラスの情報技術者との
連携が必要になってきます。私が見たところ、トップ
クラスの情報技術者は大きい企業にはあまりいませ
ん。技術的にはすばらしい技術を持っていたとしても、
サラリーマン根性でやっていますので、そういった方
にお願いしていては、変革スピードに対応できません。
ほとんどの優秀な技術屋さんは、個人です。技術力も
高く、経営センスもありますし、顧客志向です。この
ような方と連携できる企業、デザイナーを活用できる
企業が伸びる企業だと思います。長岡あるいは新潟県
の企業は、デザインに関する価値をほとんど認めてい
ません。逆に、デザインはタダだろうという言い方を
します。それではいいものはできないと思います。
次に経営アドバイザーの活用を挙げました。皆様の
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ような大学の先生、私共のような診断士、コンサルタ
ントなどの経営アドバイザーを有効に活用できる企業
が伸びると思います。最後に従業員の教育と採用です。
社長だけが一生懸命で、従業員がついてこない状況が
中小企業で一番多いパターンです。あくまでも情報化
を推進するのは従業員ですので、従業員の教育が必要
です。必ず全員が情報活用者で、外部情報の取り込み
ができる形にしなければなりません。
したがいまして、経営革新とは経営者を革新すると
いう意味で、いかに従業員を活用してやっていくか、
外部専門家をいかに使うかが重要になります。革新し
ていく会社は、外部の「技術的専門家」と「技術が分
かる精神的な支援者」が必要になってきています。
18. 良いコンサルタントの条件
最後に良いコンサルタントの条件を挙げますが、こ
れはいよいよ私の商売関連になります。私達が経営ア
ドバイザーとして日頃から感じていること、企業さん
からお聞きする話をまとめてみました。まず、悪いコ
ンサルタントの１つ目は、自分の利益を最優先させる。
利益の出ないうちから600万円くらい、あるいは700万
円くらいという言い方をする人がいます。２つ目は最
新の技術を試したがり、企業を実験台にする。３つ目
は自分のできない仕事を引き受ける。４つ目は難しい
言葉を使いたがる。私も良く注意されます。やたら横
文字が好きな人がいますが、中小企業の経営者の方々
は横文字は嫌いです。長岡市でもフロンティアチャレ
ンジと銘打つ助成金制度があります。市町村も県も難
しい横文字を平気で使います。最後に企業の規模・経
営状況を考えずに画一的な処方をするコンサルタント
を挙げました。
良いコンサルタントの１つ目は依頼者に利益をもた
らす。２つ目は関連する企業・団体との利害関係の調
整をする。３つ目は企業の経営状況を分析できる。最
後が最新の技術を習得し、顧客のレベルに合った内容
に加工して導入する。これはコンサルタントと言うよ
り、良い経営アドバイザーのことで、私が日頃から言
われていることを整理したものです。
時間になりましたので、もう１つの資料の方は時間
がありましたら、後ほど詳しくご覧いただきたいと思
います。講演で皆さんが眠くなるといった話がありま
すので、聴講者の皆さんに登場人物になっていただく
寸劇を考えました。タイトルは「情報化の悲喜劇」で、
今の情報化は会社自体を幸せにしますが、従業員を不
幸にしている場面が多数見られます。先程言いました
中高年の技術者の失業や管理職の失業もそうです。そ
れを聴講者の方々に分かりやすくするために、「管理
職のリストラ」編と「お局、河合リターンなるか」編
の２つをつくりました。
情報化を推進するのは、あくまでも従業員ですので、
その中の年輩者は使えないから駄目だではなく、やは
り年輩の方にも覚えていただくような工夫をしない限
りは、企業として成り立たないと思うのです。今まで
は情報化を大企業が推進してきましたので、大企業は
リストラしてもいいかも知れませんが、中小企業はそ
う簡単に良い人材は集まりませんので、年輩の方も若
い方も、いかに活用していくかが重要です。それを踏
まえた社長さん自身の経営者改革が情報化に不可欠だ
と思っています。
以上で私のお話を終わりにします。ご静聴ありがと
うございました。 （文責：小田）
